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今
、
県
民
の
中
に
は
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
や
予
期
せ
ぬ
自
然
災
害
、

さ
ら
に
は
島
根
原
発
再
稼

働
に
向
け
た
動
き
に
よ
っ

て
、
命
や
く
ら
し
が
脅
か
さ

れ
る
こ
と
へ
の
不
安
が
渦

巻
い
て
い
ま
す
。 

こ
れ
ま
で
新
自
由
主
義

的
な
政
策
の
も
と
、
安
全
・

安
心
を
脅
か
す
規
制
緩
和
、

公
共
サ
ー
ビ
ス
や
社
会
保

障
の
弱
体
化
が
進
め
ら
れ

て
き
ま
し
た
。 

オ
ミ
ク
ロ
ン
株
の
感
染

が
世
界
で
急
速
に
広
が
る

中
に
あ
っ
て
も
、
国
は
病
床

を
削
減
す
る
「
地
域
医
療
構

想
」
や
公
立
・
公
的
病
院
の

統
廃
合
を
推
し
進
め
よ
う

と
し
て
い
ま
す
。 

今
後
も
気
候
変
動
や
環

境
破
壊
に
起
因
す
る
未
知

な
る
感
染
症
の
発
生
が
懸

念
さ
れ
て
い
ま
す
。
保
健
所

や
医
療
提
供
体
制
の
抜
本

的
強
化
は
急
務
で
す
。 

①
コ
ロ
ナ
禍
の
中
小
業

者
に
さ
ら
な
る
負
担
増
を

強
い
る
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

の
中
止
、
②
消
費
税
減
税
を

は
じ
め
米
価
下
落
対
策
の

実
施
、
③
コ
ロ
ナ
対
応
で
多

忙
を
極
め
る
教
職
員
の
勤

務
環
境
の
改
善
、
④
少
人
数

学
級
の
拡
充―
な
ど
、
島
根

県
政
は
憲
法
を
生
か
し
、

「
く
ら
し
と
命
を
守
る
」
施

策
を
講
じ
る
と
き
で
す
。 

県
政
の
あ
る
べ
き
方
向

は
、
①
松
江
北
道
路
建
設
な

ど
県
民
合
意
の
な
い
大
型

建
設
事
業
の
中
止
、
②
危
険

な
原
発
稼
働
は
キ
ッ
パ
リ

中
止
し
、
安
全
・
安
心
の
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
推
進

で
新
た
な
雇
用
と
産
業
を

創
出
す
る
こ
と
で
す
。 

原
発
稼
働
を
す
す
め
る

岸
田
政
権
か
ら
、
原
発
ゼ
ロ

の
政
権
へ
転
換
す
る
た
め

に
、
今
年
夏
の
参
院
選
で

「
原
発
ゼ
ロ
、
く
ら
し
・
福

祉
最
優
先
」
の
政
治
を
実
現

す
る
た
め
全
力
を
尽
く
し

ま
す
。 

中
国
電
力
島
根
原
発
２
号

機
の
再
稼
働
に
反
対
し
て
い

る
市
民
団
体
「
原
発
ゼ
ロ
を

め
ざ
す
島
根
の
会
」
は
１
２

月
２
３
日
、
丸
山
達
也
知
事

に
対
し
、
同
原
発
２
号
機
の

再
稼
働
は
認
め
ず
、「
原
発
に

頼
る
こ
と
な
く
、
省
エ
ネ
と

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
先

進
県
づ
く
り
を
進
め
て
ほ
し

い
」
と
要
望
し
ま
し
た
。（
写

真
） 岡

崎
由
美
子
（
弁
護
士
）
、

山
崎
泰
子
、
樋
野
伸
一
の
各

共
同
代
表
、
舟
木
明
美
事
務

局
長
ら
５
氏
が
県
庁
を
訪

れ
、
日
本
共
産
党
の
尾
村
利

成
、
大
国
陽
介
の
両
県
議
、

舟
木
健
治
、
橘
ふ
み
両
松
江

市
議
が
同
席
し
ま
し
た
。 

毎
年
、福
島
を
訪
問
し
て
い

る
放
射
線
技
師
の
樋
野
氏

は
、
収
束
と
は
程
遠
い
福
島

原
発
事
故
の
現
状
を
説
明
。 

自
治
労
連
し
ま
ね
事
務
所

の
石
田
忍
氏
は
、
病
院
や
福

祉
施
設
な
ど
を
対
象
に
し
た

避
難
計
画
ア
ン
ケ
ー
ト
で

「
７
割
が
避
難
先
で
の
生
活

に
つ
い
て
対
応
が
不
可
能
」

と
の
回
答
結
果
を
報
告
し
ま

し
た
。 

岡
崎
共
同
代
表
は
「『
原
発

事
故
の
な
い
、
安
心
し
て
住

み
続
け
ら
れ
る
島
根
を
』
と

の
県
民
の
願
い
を
ぜ
ひ
と
も

ご
理
解
い
た
だ
き
た
い
」
と

訴
え
ま
し
た
。 

丸
山
知
事
は「
み
な
さ
ん
の

意
見
は
承
り
ま
し
た
。
再
稼

働
に
あ
た
っ
て
は
、
総
合
的

に
判
断
し
て
い
き
ま
す
」
と

答
え
ま
し
た
。 

 

１月１５日（土） １３：３０～ 

松江市・県民会館大会議室 
 
●講演 

「戦争する国づくり」と辺野古新基地建設 

小泉親司氏（日本共産党基地対策責任者） 

●資料代３００円 
※講演はどなたでも参加できます。講演終了後、
定期総会を開催します。 

 昨年１１月～１２月にかけて、各民主団体が県へ要請行動を行いました。日本共産党県議団（尾村利成、大国陽介の両県議）が

同席し、切実な要求の実現に向けて尽力しました。申し入れの内容をダイジェストでお知らせします。 

■保育制度の充実ぜひ  福祉保育労組（12月 23日） 
全国福祉保育労組島根支部（永田かおり委員長）は、新型

コロナ対策や人手不足で過重労働が慢性化しているとして、

保育士、栄養士ら１２人が県に保育制度の充実を求めました。

（写真）保育士らは「今の配置基準では子どもの安全が守れ

■原発再稼働中止を 県母親大会連絡会（12月 22日） 
 島根県母親大会連絡会（尾田洋子会長）が、子どもの貧困

問題や就学援助制度の充実、島根原発の再稼働中止などを求

めて石原千恵子副会長ら会員１６人が県に要望しました。 

参加者は、社会問題となっているヤングケアラーについて

「スクールソーシャルワーカーの配置を早く進めてほしい」

と要求しました。 

県教育委員会の担当者は「福祉につないでいく視点が大切。 

教職員間での理解を進めながら対応したい」と答えま 

した。 

■営業と暮らし守って 県商工団体連合会（12月 10日） 
コロナ禍で中小業者の経営困難が続く中、原油価格高騰で

ガソリンや灯油代、資材等が値上がりし、深刻な影響が出て

いる問題で、島根県商工団体連合会は、経営危機を打開し「営

業と暮らしを守る」支援策を要望しました。 

諸遊克巳会長、足立徹事務局長は、▽軽油引取税の免税要

件の緩和と対象事業の拡大▽海外の情勢に左右されない地域

循環型経済の確立▽国保料（税）など各種社会保険料の減免

制度の周知―を求めました。 

■外来種駆除の継続を まつえワニの会（11月 22日） 
松江市内の川で外来種のミシシッピアカミミガメ（ミドリ

ガメ）駆除に取り組む市民団体「まつえワニの会」の遠藤修

一会長（74）と小草一政副会長（71）は、外来種駆除の活動

が継続できるよう行政の積極的な支援を県に要望しました。

（写真）竹内俊勝環境生活部長は、

会の活動に敬意を表し、支援継続を

約束。ワニの会は２０２０年５月～

１０月末までで計２３４０匹のミ

ドリガメを捕獲しています。 

１月２日（日） 午前１０時～ 

松江市・イオン松江店前 

１月２日（日） 午前１０時～ 

出雲市・ラピタ本店前 
 
県議、市議らが新年の決意を訴えます。 

その他、各地でも街頭宣伝します。 

ない」「処遇改善で賃金が上がった

といっても、まだまだ低賃金で常に

人手不足」などと訴え、保育士の配

置基準と処遇改善を求めました。 


